
日本バイオイメージング学会定款 

         第１章   総     則 

第１条  この学会は、日本バイオイメージング学会という。 

第２条  この学会は、事務所を庶務担当理事の勤務先におく。 

第３条  この学会は、評議員会の議決を経て必要の地に支部をおくことが出来る。 

 

         第２章   目的および事業 

第４条  この学会は、会員の研究発表、知識の交換ならびに会員相互および関連学

（協）会との連絡提携の場となり、バイオイメージング学の進歩普及をは

かり、もって学術、文化の発展に寄与することを目的とする。 

第５条  この学会は、前条の目的を達成するために次の事業を行う。 

 １ 研究発表会および講演会の開催 

 ２ 会誌、研究報告および資料の刊行 

 ３ 内外の関連学（協）会との連絡および協力 

 ４ 研究の奨励および研究業績の表彰 

 ５ 研究および調査 

 ６ その他目的を達成するために必要な事業 

 

         第３章     会    員 

第６条  この学会の会員は、次のとおりとする。  

 １ 正会員   バイオイメージング学に関する学識または経験を有する個人

であって、この学会の目的に賛同し、別に定められた年会費を納める者 

 ２ 学生会員 大学またはこれに準ずる学校に在籍し、バイオイメージング

学に関係のある学科を納める学生であって、この学会の目的に賛同し、

別に定められた年会費を納める者 

 ３ 団体会員 この学会の目的に賛同し、別に定められた年会費を納める団

体 

 ４ 賛助会員 この学会の事業を後援し、別に定められた年会費１口以上を

納める者または法人 



 ５ 名誉会員 バイオイメージング学と本学会の発展に大いに貢献した個人

で、評議員会の認めた者 

第７条  会員になろうとする者は、会費を添えて入会申込書を提出し、理事会の承認

を受けなければならない。 

第８条  会員は、この学会が刊行する機関誌および図書の優先的配布を受けることが

できる。 

第９条 会員は、次の事由によって資格を喪失する。 

 １ 退会 

 ２ 禁治産および準禁治産の宣告 

 ３ 死亡、失踪宣告 

 ４ 除名 

第１０条 会員で退会しようとする者は、理由を付して退会届を提出しなければならな

い。 

第１１条 会員が次の各号の一に該当するときは、評議員会の議決を経て、会長がこれ

を除名することができる。 

 １ 会費を滞納したとき 

 ２ この学会の会員としての義務に違反したとき 

 ３ この学会の名誉を傷つけ、あるいはこの学会の目的に反する行為をした

とき 

第１２条  既納の会費は、いかなる理由があってもこれを返還しない。 

 

         第４章 役員、評議員および職員 

第１３条 この学会には、次の役員をおく。 

 理 事 １２名以上１６名以内（うち会長１名、副会長２名） 

 特任理事 ６４名以内 

 監 事 ２名 

 評議員  全会員の１０％以下程度 

第１４条 １ 評議員と監事は、正会員より総会で選出し、理事および特任理事は、 

  評議員より 

              評議員会で選出する。 
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     ２ 理事は、互選で会長１名、副会長２名、庶務担当理事１名、財務担当理

事１名、国際交流委員長１名を定め、常務理事とする。 

第１５条  １ 会長はこの学会の業務を総理し、この学会を代表する。 

          ２ 副会長は会長を補佐し、会長に事故ある時は会長業務を代行する。 

          ３ 庶務担当理事、財務担当理事は、会長を補佐し、理事会の決定事項に基

づき事務を行う。 

     ４ 国際交流委員長は、理事会の決定事項に基づき、諸外国とのバイオイメ

ージング研究の学術的交流と連携を図り、国際バイオイメージング会

議を推進する。 

第１６条  １ 理事は、理事会を組織し、この学会の運営上重要な事項について決定し、

執行する。 

     ２ 常務理事は常務理事会を組織し、必要な事項について協議し、理事会に

諮る。 

     ３ 特任理事は、理事会の決定事項に基づき、特定の重要事項を担当する。 

第１７条 監事は民法第 59 条の職務を行う。 

第１８条 評議員は評議員会を組織して、この学会の運営上の重要事項にかかわる理事

会の決定事項に関し、議事を開き議決する。 

第１９条 １ 会長、副会長、庶務担当理事、財務担当理事、監事の任期は２年とする。 

     ２ 理事の任期は４年とし、２年毎に半数を改選する。 

     ３ 特任理事の任期は２年とする。但し、ただし再任を妨げない。 

     ３４ 評議員の任期は４年とする。但し、再任を妨げない。 

          ４５ 補欠または増員による役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

     ５６ 役員は、その任期満了後でも後任者が就任するまでは、なお、その職

務を行う。 

         ６７ 役員は、この学会の役員としてふさわしくない行為のあった場合、ま

たは特別の事情のある場合には、その任期中であっても評議員会の議

決により、会長がこれを解任する任を解くことができる。  

第２０条  役員は交通費、連絡費、日当の支給を受けることができる。 

第２１条 １ この学会の事務を処理するため、書記等の職員をおくことができる。 

     ２ 職員は、会長が任免する。 

     ３ 職員は、有給とする。 



 

         第５章 会    議 

第２２条 １ 通常総会は、毎年１回議長が召集する。 

     ２ 臨時総会は、理事会または監事が必要と認めたとき、いつでも召集する

ことができる。 

第２３条  会長は、会員現在数の５分の１以上から会議に付議すべき事項を示して総会

の召集を請求された場合には、その請求のあった日から２０日以内に臨時

総会を召集しなければならない。 

第２４条 通常総会の議長は、会長とし、臨時総会の議長は会議のつど会員の互選で定

める。 

第２５条 総会の召集は、少なくとも１０日以前に、その会議に付議すべき事項、日時

および場所を記載した書面または会誌の公告をもって通知する。 

第２６条 次の事項は、通常総会に提出してその承認を受けなければならない。 

 １ 事業計画および収支予算についての事項 

 ２ 事業報告および収支決算についての事項 

 ３ 財産目録 

 ４ その他理事会において必要と認めた事項 

第２７条 総会は、会員現在数の５分の１以上出席しなければ、その議事を開き議決を

することができない。ただし、当該議事につき書面をもってあらかじめ意

志表示した者は、出席者とみなす。 

第２８条  総会の議事はこの定款に別段の定めがある場合を除くほか、出席者の過半数

をもって決し、可否同数の時は、議長の決するところによる。 

第２９条  総会の議事の要項および議決した事項は、会員に通知する。 

第３０条 １ 評議員会は随時会長が召集する。 

     ２ 評議員会の議長は、会長がこれに当たる。 

第３１条 評議員会は評議員数現在数の５分の１以上出席しなければ議事を議決する

ことができない。 

第３２条  評議員会は、この定款に別段の定めがある場合を除くほか、出席者の過半数

をもって決し、可否同数のときは議長の決するところによる。 



第３３条 理事会は、毎年２回会長が召集する。ただし、会長が必要と認めた場合、ま

たは、理事現在数の３分の１以上から会議の目的たる事情を示して請求の

あったときには、会長は臨時理事会を召集しなければならない。   

第３４条 １ 理事会は理事現在数の３分の２以上出席しなければ議事を開き議決す

ることができない。ただし、当該議事につき書面をもってあらかじめ

意志を表示したものは、出席者とみなす。 

     ２ 理事会の議事は、この定款に別段の定めがある場合を除くほか、出席理

事の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 

     ３ 特任理事は理事会には参考人として出席できる。 

第３５条 総会、評議員会および理事会の議事録は、議長が作成し、議長および出席者

代表２名以上が署名押印の上、これを保存する。 

 

         第６章 資産および会計 

第３６条 この学会の資産は、次のとおりとする。 

          １ この学会設立当初画像解析シンポジウムから継承した別紙財産目記載

の財産 

          ２ 会費 

          ３ 事業に伴う収入 

          ４ 資産から生じる果実 

          ５ 寄付金品 

          ６ その他の収入 

第３７条 １ この学会の資産を分けて、基本財産および運用財産の２種とする。 

          ２ 基本財産は、別紙財産目録のうち、基本財産の部に記載する資産および

将来基本財産に編入される資産で構成する。 

          ３ 運用財産は、基本財産以外の資産とする。 

          ４ 寄付金品であって、寄付者の指定のあるものは、その指定にしたがう。 

第３８条 この学会の基本財産のうち現金は、理事会の決定によって定期郵便貯金とす

るか、もしくは定期預金として、会長が保管する。 
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第３９条 基本財産は、処分し、または担保に供してはならない。ただし、この学会の

事業遂行上やむを得ない理由があるときは、評議員会および総会の議決を

経、その一部に限り処分し、または担保の供することができる。 

第４０条 この学会の事業遂行に要する費用は、会費、事業に伴う収入および資産から

生ずる果実等の運用をもって支弁する。 

第４１条 学会の事業計画およびこれに伴う収支予算は、評議員会で議決しなければな

らない。 

第４２条 １ この学会の収支決算は、毎回、財産目録、事業報告書および会員の移動

状況書とともに監事の意見をつけ、評議員会および総会の承認を受け

なければならない。 

          ２ この学会の収支決算に剰余金があるときには、評議員会の議決および総

会の承認をうけて、その一部もしくは全部を基本財産に編入し、また

は翌年度に繰り越すものとする。 

第４３条  収支予算で定めるものを除くほか、新たに義務の負担をし、または権利の放

棄をしようとするときは、評議員会および総会の議決を受けなければなら

ない。借入金（その会計年度内の収入をもって償還する一時借入金を除く）

についても同様とする。 

第４４条  この学会の会計年度は、毎年１月１日に始まり１２月３１日に終る。 

 

         第７章 定款の変更ならびに解散 

第４５条  この定款は、評議員会および総会においておのおのの４分の３以上の議決を

経なければ変更することができない。 

第４６条 この学会の解散は、評議員会および総会においておのおのの４分の３以上の

議決を経なければならない。 

第４７条  この学会の解散に伴う残余財産は、評議員会および総会においておのおのの

４分の３以上の議決を経て、この学会の目的に類似の目的を有する公益事

業に寄付するものとする。 

 

         第８章 補   則 

第４８条 １．この定款施行についての細則は、評議員会の議決を経て別に定める。 

          ２．本定款は１９９１年１０月１８日より実施する 



     ３．事業年度の初年度は本会設立の日をもってはじまる 

     ４．初年度は半期役員は互選で決定する 

 

         付     則 

 

          本定款は、２００９年２０１１年１月１日より実施する。 

          

細     則 

 

１．この細則は、日本バイオイメージング学会定款４８条の１により、定めたものであ

る。 

２．本学会の事務所を、庶務担当理事の勤務先（〒158-8501 東京都世田谷区上用賀 1

丁目 18 番 1 号 国立医薬品食品衛生研究所薬品部）におく。 

３．年会費は正会員５，０００円、学生会員２，０００円、団体会員１０，０００円、

賛助会員１口１００，０００円とする。ただし、評議員の年会費は１０，０００

円とする。また、賛助会員の企業は、若干名を会員として登録することができる

（これを登録会員という）。登録会員は、評議員会の議決をもって承認される。 

４．第１４条で定める評議員（評議員という）のほかに、任期２年（再任を妨げない）

の企業評議員をおくことができる。企業評議員は、本学会の活動に協力的な企業

に属する正会員および賛助会員企業の登録会員より選出し、評議員会で承認する。

ただし、企業評議員の人数は評議員の２０％以内とし、評議員の年会費を納める

必要はない。 

５．定款第１６条２の常務理事会は、常務理事と広報委員会委員長、編集委員会委員長

より構成する。 

６．副会長は、会長以外の常務理事と併任することができる。 

７．定款第５条に定めた事業を行うため、企画、広報、編集、集会、賞選考、研究助成

選考、講習会、国際交流、新技術情報、男女共同参画の各委員会を置く。各委員

会には、必ず理事が属し、委員長は原則として理事がつとめる。ただし、特別の

事情があるときは、評議員が委員長をつとめることができる。また、必要に応じ

て、これらの委員会のほかに、特別委員会を設けることができる。 



特別委員会には、必ず理事が複数名加わるとともに、理事が委員長をつとめる。 

８．本細則の変更については、評議員会の議決と総会の承認を必要とする。 

 

         付     則 

 

          本細則は、２００９年１月１日より実施する。 



年会費 

会員は次の会費年額を支払うこととする。 

１．評議員     年額１０,０００円 

２．正会員      年額５,０００円 

３．学生会員     年額２,０００円 

４．団体会員    年額１０,０００円 

５．賛助会員 年額１口１００,０００円 

 

附則 

１． 企業評議員は、個人正会員については会費年額５,０００円、賛助会員を代表

して評議員となる場合には賛助会費のみとする。 

 

 


